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第 22部

インターネットとGNSSを利用した高精度測位

第 1章 はじめに

GNSS WGでは、移動体の測位デバイスとして人

工衛星を利用したGlobal Satellite Navigation Sys-

tems（GNSS）に着目し、インターネットとGNSSを

組み合わせた高精度測位の実現に関する議論を行っ

てきた。本WGにおける活動は、WIDE Projectの

WGのみならず、NPO法人「高度測位社会基盤研

究フォーラム」（http://www.fpoir.org）とも深く

連携して行われている。

今年度の活動は、大きく分けて以下の 3つとなる。

1.1インターネット基準局ネットワークの運用

GNSSによる測位精度を向上させるためには、あ

らかじめ精密な位置が求められている基準局で衛星

からの電波を観測し、そのデータから誤差を補正す

る情報を生成して測位を行う者に配信することが有

効である。

GNSS WGでは、各関係機関の協力を得て東京湾

周辺および奈良に計 6ヶ所の基準局を設置し、イン

ターネットを通じて観測データの収集と補正情報の

配信を行うシステムを構築・運用している。本シス

テムによる補正情報は、ICAR WGおよびGLI WG

の実験環境に提供されており、今後一般に対しても

提供を開始する予定である。

インターネット基準局ネットワークの詳細につい

ては、第 2章にて述べる。なお第 2章は、下記の論

文として発表されたものである。

戸辺論，和泉順子，浅子正浩，石井真，植原啓介，

砂原秀樹，“インターネットを基盤とした高度衛

星測位環境”，信学技報 ITS2004-15，pp. 45–50，

Jul. 2004.

1.2観測データのインテグリティ確保に関する研究

GNSSによる高精度測位を行う際に重要となるの

は、衛星からの電波の各基準局における観測データ

が、誤差要因（衛星クロック、電離層遅延、対流圏

遅延、マルチパス、受信機ノイズ、その他）ごとに

監視され、インテグリティが確保されていることで

ある。

GNSS WGでは、前節で述べたインターネット基

準局ネットワークによって得られる観測データを利

用し、観測データに含まれる誤差成分の分析とその

除去に関する研究を行っている。

第 3章では、基準局における観測データに含まれ

る誤差成分のうち、マルチパスの影響によるものの

推定を試みた結果について述べる。

1.3位置情報プラットフォームの提案

これまでGNSS WGでは、移動体の測位デバイス

としてとくに GNSSに着目して活動を行ってきた。

しかし、世の中にはGNSSのほかにもさまざまな測

位デバイスが存在しており、移動体がいつでもどこ

でもその位置情報を取得するためには、複数の測位

デバイスを状況に応じて使い分ける必要があると考

えられる。また、これまで位置情報は、主に緯度、経

度、高度といったパラメータによって表現されてき

たが、屋内における位置表現など、必ずしもこの表

現が適切でない状況も存在する。

そこで本WG では、移動体の位置情報取得に際

し複数の測位デバイスをシームレスに利用し、位置

情報をさまざまな表現によって取り扱うことを可能

にする、位置情報プラットフォームについて検討を

行った。

位置情報プラットフォームの詳細については、

第 4章にて述べる。なお第 4章は、下記の論文とし

て発表されたものである。

斎藤充治，戸辺論，植原啓介，砂原秀樹，“位置表

現を考慮したシームレスな位置情報取得のため

のプラットフォームの提案と実装”，第 46回プ

ログラミングシンポジウム報告集，pp. 95–106，

Jan. 2005.
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●第 22部 インターネットとGNSSを利用した高精度測位

第 2章 インターネットを基盤とした高度衛星測位

環境

概要

移動体の測位には Global Navigation Satellite

System（GNSS）が有効であるが、さまざまな誤差要

因により、GNSS単独で得られる位置情報の精度に

は限界がある。この精度を向上させるためには、あ

らかじめ精密な位置が求められている基準点で衛星

からの電波を観測し、そのデータから誤差を補正す

る情報を生成して測位を行う者に配信することが有

効である。

本章では、衛星からの電波を観測したデータの収集

および補正情報の生成・提供をインターネット上で行

うシステム（Internet-Based Augmentation System

for GNSS: IBAS）の有用性について述べ、実証実験

と実運用を行うために構築したテストベッドについ

て報告する。そして、今後のシステムのさらなる性

能向上について検討する。

2.1はじめに

近年の技術進歩により、パーソナルコンピュータ

やPersonal Digital Assistance（PDA）、携帯電話な

どの小型化・高性能化が進展している。また、携帯

電話やPersonal Handyphone System（PHS）、無線

Local Area Network（無線 LAN）を利用したイン

ターネットへの接続も一般的になっている。これら

の動向を背景としてモバイル・コンピューティング

という計算機の利用形態が普及しつつあるが、この

モバイル・コンピューティングの最大の特徴は、端

末の位置が移動するという点にある。

移動体の測位を行う場合、測位手段は携帯電話や

PHSの基地局を利用する方法、赤外線や電波の発信機

を利用する方法など様々なものが考えられる。その

中でも、アメリカによるGlobal Positioning System

（GPS）[128, 239]をはじめとするGlobal Navigation

Satellite Systems（GNSS）には以下のような特徴

がある。

•地球上全体での利用が可能である。
•位置情報が緯度・経度・高度で取得可能である。
•利用のために事前の手続きが不要である。

したがって、移動体の測位においてGNSSの果たす

役割は非常に大きいといえる。しかし、さまざまな

誤差要因により、GNSS単独での測位精度には限界

がある。そこでこの問題に対し、精密な位置が既知

である基準点において衛星からの電波を観測し、そ

の結果から誤差に対する補正情報を生成し、移動体

に配信することによって測位精度を向上させる技術

が開発されている。

現在、移動体に補正情報を提供するサービスには、

主として FM多重や中波ビーコンによる電波放送が

利用されている [346, 349]。しかし既存のサービス

には、サービス範囲や利用者に対する柔軟性・利用

手段といった点で問題がある。

我々はこれらの問題に対し、衛星測位補正システ

ムの構築においてインターネットを利用することに

着目し、インターネットを基盤とした衛星測位補正シ

ステム（Internet-Based Augmentation System for

GNSS: IBAS）の提案を行ってきた [115, 160, 304]。

本章では、改めて 2.2節で電波放送による既存サー

ビスの問題点を指摘し、続く 2.3節でインターネッ

トを基盤としたシステムの有用性について述べる。

2.4節では、これまでに行ってきた設計に基づき構築

した、6ヵ所の基準局からなる IBASについて紹介し、

2.5節では自動車での移動中に IBASからDifferential

GPS（D-GPS）[358] 補正情報を受信して測位を行っ

た結果について報告する。2.6節では、IBASによる

測位精度の高精度化と信頼性の向上を目指して現在

行っている研究について述べ、最後に 2.7節で本章

のまとめを行う。

2.2既存システムの問題点

ここでは、主にカーナビゲーションシステム向け

に提供されている D-GPS補正情報配信サービスを

例に挙げ、既存のシステムが持つ問題点について整

理する。

カーナビゲーションシステム向けに構築された補

正情報配信システムは、FM多重による電波放送を

利用している [349]。電波放送によるサービスの特長

は、同時に多くの利用者をサポートできる点にある。

しかし、このサービス形態には以下のような欠点が

ある。

•サービスの提供範囲
既存サービスの提供範囲は、電波の到達範囲内

に限られる。FM放送局は都市部に設置されて
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いるため、郊外部では FM放送の電波が到達せ

ず、サービスを受けることができない。また、た

とえ電波の到達範囲内であっても、ビルの谷間

など電波の遮蔽物がある場所では受信感度が悪

く、FM音声放送は利用できても FM多重放送

は利用することができない場合がある。

•利用者に応じた補正情報の配信
放送による配信では、サービス提供側から利用

者への一方向の通信となる。したがって、利用

者の位置や要求に応じたきめ細かい補正情報の

提供を行うことは難しい。

•通信方式依存
既存のサービスは、FM多重放送でのみ提供さ

れている。同様のサービスとして、海上船舶向

けに提供されている中波ビーコンを利用したも

のがあるが [346]、それぞれ異なる通信方式が採

用されているため、利用者はサービスごとに利

用手段を用意しなければならず、利用者がこれ

らのサービスをシームレスに利用することは不

可能である。また現在のサービスが利用してい

る通信方式ではデータの帯域が限られており、

将来の衛星数の増加や新しい補正方式の登場に

対応するのは難しいと予想される。

これらの問題を解決するため、広域性・双方向性・

利用手段の多様性という特長を持つ、インターネッ

トを基盤とした衛星測位補正システムを構築するこ

とが有効であると考えられる。

2.3インターネットを基盤としたシステムの特長

2.2節で指摘した問題を解決するため、これまでに

我々は、インターネットを基盤とした衛星測位補正シ

ステム（Internet-Based Augmentation System for

GNSS: IBAS）を提案し、IBASに求められる機能

要件やシステムを構築する際の問題点を整理し、シ

ステムの設計を行ってきた。

IBASの持つ特長として、以下の 3つが挙げられる。

•広域性
インターネットには世界中のネットワークが接

続されており、その利用は国境、電波到達範囲な

どにとらわれない。したがって、インターネッ

トを利用してサービスを提供すれば、世界中ど

こからでも利用することが可能である。

•双方向性
インターネットは双方向の通信が可能であり、

放送と異なり 1対 1でのデータの送受信ができ

る。したがって、利用者と補正情報を配信する

サーバとの間でメッセージを交換できるシステ

ムを構築すれば、利用者ごとの位置や要求に応

じた補正情報を提供することが可能である。

•利用手段の多様性
インターネットを利用する際に、その接続手段は

利用者が選択することが可能である。現在モバ

イル・コンピューティングにおいて最も広く利

用されているのは携帯電話や PHS、無線 LAN

などであるが、今後専用狭域通信（Dedicated

Short Range Communications: DSRC）や赤

外線など新たな接続手段が広く利用されること

も予想される。インターネットを利用してサー

ビスを提供すれば、これら複数の接続手段を同

時にサポート可能であり、利用者はそれぞれの

環境に応じた接続手段でサービスを利用するこ

とが可能となる。

サービス提供者にとっても、補正情報の配信

のために大規模な放送設備を準備する必要がな

く、基準局やサーバの設置場所の地理的条件に

応じた接続手段を選択することができるという

特長がある。

2.4 IBASテストベッドの構築

現在までに我々が提案してきた IBASの実証実験

を行い、実運用に入るために、我々は IBASテスト

ベッドの構築を行った。ここでは、IBASテストベッ

ドの概要を述べる。

2.4.1 システム概要

IBASを構成する計算機には、主として以下の 5つ

がある。

•「観測サーバ」：基準局のGNSS受信機から出力

される観測データを受信し、収集サーバへ送信

する。

•「収集サーバ」：「観測サーバ」から送信される観
測データを収集する。

•「計算サーバ」：「収集サーバ」から観測データを
受信し、補正情報を生成して「配信サーバ」へ

転送する。

•「配信サーバ」：「クライアント」からの要求を受
け付け、補正情報を配信する。

•「クライアント」：「配信サーバ」へ補正情報の配
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信要求を送信し、補正情報を受信してGNSS受

信機に供給する。

観測データから補正情報を生成する計算は複雑であ

るため、計算機に対する負荷が高い。したがって、

1つのサーバが補正情報を生成しながら同時に多数

のクライアントに対し補正情報を配信することは難

しいと考えられる。そこで、観測データから補正情

報を生成するサーバと、クライアントに対し補正情

報を配信するサーバを分離している。計算サーバと

配信サーバを分離することにより、負荷の原因に応

じて柔軟にサーバを増強することが可能になる。

2.4.2 基準局の配置

各組織の協力により、首都圏では東京湾を取り囲

む形で 5ヶ所、関西で 1ヵ所、インターネットに接続

された基準局を設置した。首都圏、関西における基

準局の配置を、それぞれ図 2.1、図 2.2に示す。首都

圏では、複数の基準局における観測データを制御局

で収集し補正情報を生成する、仮想基準点方式によ

図 2.1. 基準局の配置（首都圏）

図 2.2. 基準局の配置（関西）

る Realtime Kinematic GPS（RTK-GPS）[363]補

正情報の提供を視野に入れ、隣あった基準局間の距

離が 30–40 km以内となるよう基準局の配置を考慮

した。制御局は、東京海洋大に設置している。

2.4.3 基準局における機器構成

図 2.3は、基準局における IBASの機器構成を示し

ている。基準局のGNSS受信機は、GPS/GLONASS

受信機を中心に利用している。その理由として、今後

GNSSによる測位においては、GPS、GLONASS[269]、

GALILEO[92]、そして日本の準天頂衛星など複数の

衛星システムが同時に利用され、高精度・高信頼性

を実現するために、基準局ではハイブリッド受信機

の利用が主流になると予想されるためである。仮想

基準点方式によるRTK-GPS補正情報を提供するた

め、奈良先端大以外の基準局におけるGNSS受信機

は、観測データのRAWデータを出力しており、観測

サーバはこれらのデータをRS-232C経由で受信して

いる。観測サーバは学内 LANやフレッツ ISDNを

経由してインターネットに接続されており1、東京海

洋大に設置された制御局の収集サーバに観測データ

を定常的に送信している。また、全基準局のGNSS

受信機で RTCM SC-104 type1フォーマット [267]

による D-GPS補正情報を出力しており、これらの

補正情報は観測サーバから奈良先端大に設置された

2台の配信サーバへ転送されている。D-GPS補正情

報に関しては、観測サーバは計算サーバに近い役割

も果たしているといえる。

2.4.4 制御局における機器構成

図 2.4は、制御局における IBASの機器構成を示

図 2.3. 基準局における機器構成

1 日立製作所に設置された基準局は、フレッツ ISDNを利用してインターネットに接続されている。
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図 2.4. 制御局における機器構成

している。首都圏に設置した 5ヶ所の基準局におけ

る観測データは、インターネットを通じて制御局内

の収集サーバに集約され、計算サーバで仮想基準点

方式によるRTK-GPS補正情報を生成し、配信サー

バから補正情報がクライアントに配信される。解析

サーバについては 2.6節で述べる。

2.4.5 処理の流れ

D-GPS測位を行うクライアントは、まず Hyper

Text Transport Protocol（HTTP）によって基準局

の位置や配信サーバアドレスなどのシステム情報を

取得する。その後、単独測位による現在位置から最

も近い基準局を、参照する基準局として設定し、適

切な配信サーバを選択し補正情報を受信する。参照

する基準局および配信サーバは、一定時間ごとに再

設定することにより、クライアントと基準局との間

の距離の増大による測位精度の劣化を抑える。

仮想基準点方式によるRTK-GPS測位を行うクラ

イアントは、単独測位による現在位置を制御局の配信

サーバに送信すると、その位置に応じた RTK-GPS

補正情報が計算サーバで生成され、配信サーバを経

由してクライアントに送信される。

2.5 IBASによるD-GPS測位結果

移動体における IBASによる測位実験は、計算機

とGNSS受信機・アンテナを自動車に搭載し、計算

機をDDIポケット株式会社による AirH”2を利用し

てインターネットに接続し、配信サーバからD-GPS

補正情報を受信することにより行った。この実験は、

奈良先端大周辺で行ったため、参照先の基準局およ

び配信サーバは、クライアントソフトにより自動的

に奈良先端大のものに設定された。

日常と同様に一般道路を走行しながらインターネッ

図 2.5. 一般道路走行中における D-GPS測位結果

2 http://www.ddipocket.co.jp/p s/service/air h/index.html

343

●
第
22
部

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
とG
N

S
S

を
利
用
し
た
高
精
度
測
位



W
I

D
E

P
R

O
J

E
C

T
2

0
0

4
a

n
n

u
a

l
r

e
p

o
r

t
●第 22部 インターネットとGNSSを利用した高精度測位

図 2.6. 一般道路走行中における D-GPS測位結果（拡大）

図 2.7. 一般道路走行中の RTTと補正情報の遅延

トによるD-GPS測位を行った結果を図 2.5に、図 2.5

中の太枠部の拡大図を図 2.6に示す。走行範囲は奈

良先端大を出発点・終着点とした往復約 8 kmであ

り、最高時速 50 km程度で往路と復路で同じ道路を

走行した。また、実験中のクライアントと配信サー

バ間の Round Trip Time（RTT）と、補正情報の

遅延時間の推移を図 2.7に示す。この図における補

正情報の遅延時間は、GNSS受信機から出力される

Z-Countを利用した。Z-Countは、測位時刻と使用

した補正情報に含まれるタイムスタンプの差から計

測され、その値は 1秒単位で出力される。

今回走行した道路の大部分は片側 1車線であった

が、図 2.6の示す通り、走行した車線の区別が可能

な程度の精度を得られたことが確認できる。実験を

344



W I D E P R O J E C T

�22

行った範囲は、FM多重放送によるD-GPS補正情報

配信サービスのサービスエリア外であり、こういっ

た地域であっても GPSの測位精度を向上させるこ

とが可能であるという点で、IBASは非常に有用で

あるといえる。

しかし、走行中のAirH”による通信はやや不安定

であり、RTTの平均は約 605ミリ秒、最大 6.6秒、

パケットロス率は 5%で、補正情報の遅延時間の最大

は 11秒であった。図 2.7によると、RTTの増大に追

従して補正情報の遅延時間も増大しているが、RTT

の増大やパケットロスからの復帰は速やかであった。

これは、クライアントと配信サーバとの通信には、コ

ネクションを必要とせず、パケットの再送処理を行

わない User Datagram Protocol（UDP）を利用す

ることを選択したためと考えられる。UDP を採用

したのは、本システムにおけるクライアントのイン

ターネットへの接続形態は多岐にわたると予想され、

移動中は接続も不安定になりかねないこと、クライ

アントの IPアドレスが変化する可能性があること

を考慮したためである。

2.6 IBASの性能向上のための検討

ここでは、現在我々が検討している、IBASの性

能向上の方向性について述べる。

2.6.1 高精度化・信頼性向上の必要性

GNSSにおける測位誤差の要因には、観測データ

に含まれる以下の要素による誤差成分が挙げられる。

•衛星の軌道誤差
•衛星の時計誤差
•電離層および対流圏における電波伝搬遅延誤差
•マルチパスによる電波干渉
•受信機ノイズ

このうち、衛星の軌道誤差および時計誤差について

は、同時刻に受信している基準局と移動局の観測値

内に同じ誤差が含まれているので、相殺することが

可能である。しかし、電離層遅延・対流圏遅延といっ

た伝播経路上での遅延誤差は、基準局と移動局が近

傍の場合は同じ影響を受けていると近似できるが、

距離が離れている場合には、電離層や対流圏の影響

量は場所によって異なるため、その誤差量も異なっ

てくる。マルチパスや受信機ノイズについては、各

基準局ごとに固有の誤差要素である。とくにマルチ

パスの影響は、基準局の設置環境によって異なり、そ

の誤差量は衛星位置と反射面との相対関係によって

刻々と変化する。

従来の衛星測位補正システムでは、これらの相殺す

ることができない誤差成分を含んだままの観測デー

タから補正情報が生成され、利用者に提供されてき

た。しかし、より高精度かつ高信頼性を実現するシ

ステムを構築するためには、各基準局における観測

データに含まれる誤差成分がその要因ごとに監視・

除去され、生成される補正情報の完全性を確保する

必要がある。

2.6.2 観測データからの誤差成分の除去

我々は、2.4節で紹介したインターネット基準局網

で収集される観測データを利用し、利用者の測位に

おける高精度・高信頼性に直接関与する観測データ

について、含まれている誤差成分をその要因ごとに

切り分け、除去するアルゴリズムについて検討して

いる。

これまで制御局では、各基準局から収集された観

測データは、中継サーバを経由して直接計算サーバ

に送信されていた。ここで、図 2.4に示しているよう

に新たに解析サーバを設置する。解析サーバは、観

測データが計算サーバに渡される前に各誤差成分を

解析・除去する。そして、誤差成分が除去された観

測データが計算サーバに渡され、補正情報が生成さ

れる。

誤差成分をその要因ごとに切り分け除去するアル

ゴリズムの具体的手法に関しては、長期的な統計的

観測手法に基づき、観測データの定常状態をモデル

化することを検討している。

2.6.3 仮想基準点方式D-GPS

我々は、誤差成分が除去された観測データから、

仮想基準点方式を利用し、D-GPS 補正情報を生成

することを検討している。仮想基準点方式は、これ

まで主に RTK-GPS測位に対して利用されてきた。

RTK-GPS測位は測量向けの技術であり、cmオーダ

の測位精度を可能にするものの、可視衛星数の変化

や補正情報の欠落・遅延に弱く、補正情報を受信し

てから補正状態に入るまでに時間がかかるといった

欠点がある。したがって、衛星からの電波の受信状

態やデータ通信が不安定であることが予想され、さ

らに測位結果のリアルタイム性が要求される移動体

の測位には適していない。
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そこで、仮想基準点方式を利用し、前述の手法に

よって誤差成分が除去された観測データからD-GPS

補正情報を生成することで、移動体のより高精度な

測位を実現することを目指している。

2.7おわりに

移動体が高精度な位置情報を取得するには、GNSS

とその測位誤差を補正するシステムを利用することが

有効である。我々はこれまで、モバイル・コンピュー

ティング、ユビキタス・コンピューティングといっ

た計算機の利用形態の普及を踏まえ、インターネッ

トを基盤とする衛星測位補正システム（IBAS）を提

案し、広域性・双方向性・利用手段の多様性といっ

た、既存のシステムにはない特長をもつシステムの

設計を行ってきた。

本章では、IBASの実証実験および実運用のため

のテストベッドの構築について報告した。予備実験

の結果、自動車が IBASを利用した D-GPS測位に

よって、走行車線の区別が可能な程度の測位精度を

得られることを確認した。

IBASが衛星測位補正システムに対する高精度か

つ高信頼性といった要求を満たし、次世代のモバイ

ルコンピューティングにおける基盤となるべく、今後

は本システムにより収集される観測データを利用し

て、観測データからの誤差成分の除去技術と、誤差成

分が除去されたデータによる仮想基準点方式D-GPS

に関する研究を進めていく予定である。

第 3章 東京湾周辺のインターネット基準局ネット

ワークにおけるインテグリティモニタリン

グ手法の開発について

概要

GPSを使った単独測位、相対測位における主な誤

差要因は、衛星軌道誤差、電離層および対流圏遅延

誤差、サイト固有のマルチパスと受信機ノイズであ

る。今回は、現在運用を始めている東京湾周辺のイ

ンターネット基準局ネットワークを構成する各基準

局において、まずはマルチパスの影響について推定

を試みた。また、今後開発を進めていくインテグリ

ティモニタリング手法に関して、各基準局の観測デー

タに含まれるそれぞれの誤差量を要因別に分離する

手法について検討を行った。

3.1仮想基準局方式の概念

仮想基準局（Virtual Reference Station: VRS）方

式は、移動局の近傍に “仮想的な”基準局を作成する

ことにより、RTK（またはDGPS）における距離的

な限界を解決する手法である。この手法を用いるこ

とにより約 30～100 km程度の間隔で基準局を配置

することが可能となるが、これは従来型の RTKと

比較しておよそ 1.5～3倍程度のカバレッジを実現す

ることになる。従来の基準局 1局を利用する RTK

に対して、複数の基準局をネットワーク化すること

により、少ない基準局数でより広いサービスエリア

を実現するとともに、システムとしての信頼性も向

上し、より高精度な測位が可能となる [350]。図 3.1

に本方式におけるデータの流れを示す。

図 3.1に示すように、複数の基準局において取得

された観測データはリアルタイムでデータ処理セン

ターに転送され、センター側でリアルタイム処理する

ことでサービスエリア内の相対誤差をモデル化し、補

正情報を生成することとなる。データ処理センター

の機能は以下の 4つにまとめられる。

1.各基準局観測データの収集

2.サービスエリア内における相対誤差のモデル化

3.補正情報の生成

4.補正情報の配信

実際の流れとしては、まず各基準局間のアンビギュ

イティを決定し、次に実際の搬送波位相観測値と、衛

星軌道および観測点座標から計算された各衛星まで

の距離との残差を求める。この残差をもとに最小 2乗

コロケーション法を用いて、サービスエリア内にお

ける擬似距離および搬送波位相の相対誤差を推定し、

電離層・対流圏遅延誤差および衛星軌道誤差をモデ

ル化する。モデル化した相対誤差に基づいて、ユー

ザの利用形式に応じた形式で補正情報を生成し、ネッ

図 3.1. 仮想基準局（VRS）方式におけるデータの

流れ
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トワーク経由、あるいは放送波などを使って補正情

報を配信する。

3.2 GPS測位における誤差要因とそのモデル化

GPS測位における主な誤差要因は、衛星に起因す

る軌道誤差、衛星からの電波伝播経路に起因する電

離層および対流圏遅延誤差、各サイトに固有のマル

チパスと受信機ノイズである（図 3.2参照）。この中

で軌道誤差、電離層および対流圏遅延誤差に関して

は、基準局側とユーザ側の物理的な距離（いわゆる

基線長）がそれほど大きくない場合、ほぼ同じ大き

さと方向を持っていると見なし、共通誤差として相

殺できる。一方で、マルチパスはそれぞれの観測局

固有の誤差であり、受信機ノイズとは受信機内回路

に起因する観測データのふらつきで、これらは共通

誤差として相殺することができない誤差要因である。

このような共通誤差として相殺するという手法を

図 3.2. GPS測位における主な誤差要因

使わない場合、電離層遅延誤差については、複数の基

準局の L1/L2搬送波位相観測データから、シングル

あるいはマルチレイヤモデルを用いて推定すること

も可能である。また対流圏遅延に関しては、Modified

Hopfieldモデルなどを使うことによって補正するこ

とも可能である。水蒸気ラジオメータと呼ばれる装

置を使って大気中の水蒸気量を実測する方法もある

が、装置自体が非常に高価なため現実的ではない。

これらの誤差要因については、上述のように誤差

軽減手法が一般的に存在するが、マルチパスについ

ては依然 GPS測位における最大の誤差要因の 1つ

とされている。マルチパスとは、衛星から受信アン

テナに直接到達する信号のほかに存在する、建物な

どによる反射で生じた別の経路から到達する同一信

号のことである。このマルチパスはそれぞれの環境

固有の幾何学的かつ物理的な条件に大きく依存して

いるため、単純かつ一般的なモデルを適用すること

は難しいとされている。Farrell and Givargisおよ

びWanninger and Mayらは、基準局におけるコー

ドと搬送波位相観測値のマルチパスについて研究を

行った [96, 321]。今回我々は、東京海洋大学構内に

ある観測局において複数日の連続観測を行うことで、

観測データからマルチパスの影響を検出する手法に

ついて検討した。これは、マルチパスの原因となる

衛星と観測局周辺の構造物との幾何学的な関係が、

恒星日ごと（23時間 56分 4秒）に繰り返し再現さ

れるためで、複数日にわたる観測データを処理する

ことで、マルチパスの影響があるパターンの繰り返

しとして表れるかどうかを検証するためである。

b)a)

図 3.3. a)．マルチパスのスカイプロット（2004/7/11）b)．観測局の周辺環境
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a) b)

図 3.4. a)．マルチパスの日変化（2004/7/10、PRN24）b)．マルチパスの日変化（2004/7/11、PRN24）

a) b)

図 3.5. a)．マルチパスの日変化（2004/7/10、PRN17）b)．マルチパスの日変化（2004/7/11、PRN17）

今回我々は、東京湾インターネット基準局ネット

ワークから収集した観測データを用いて、擬似距離

および搬送波位相の線形結合を用いる手法 [88]に基

づき、各観測局の擬似距離におけるマルチパス量を

推定した。図 3.5の結果からは、連続する 2日間で

ほぼ同じパターンのマルチパスが発生していること

がわかる。この特徴を利用することで、観測局ごと

に固有のマルチパスによる誤差を事前にモデル化し、

観測データからその影響を取り除くことが可能にな

ると考えられる。

通常の単独測位計算において基本観測量となる擬

似距離の中には、これらの誤差が一体化して含まれ

ており、それらを分離・推定できないことが単独測

位精度の上限を決定しているといえる。もしこれら

の誤差を、基準局において測定した各衛星との擬似

距離に含まれる誤差量として推定することができれ

ば、その推定した誤差量に基づいてユーザ側の擬似

距離を補正することで、単独測位精度を大きく向上

させることも可能になると考えられる。

3.3東京湾インターネット基準局ネットワークにお

けるインテグリティモニタリング

現在運用中の東京湾インターネット基準局ネット

ワークではGPS/GLONASS受信機による基準局網

を構築しているが、インテグリティモニタリング機

能を実現するためのソフトウェアの開発を現在進め

ている。各基準局の擬似距離および搬送波位相観測

データを処理することにより、リアルタイムでデー

タの品質を管理し、統合的なインテグリティモニタ

リング機能を実現することを目標としている。

現時点では、UNAVCOのデータ品質検査手法で

使われているアルゴリズム [88]に基づき、RINEX

形式のデータを使った後処理方式での検証を行って

いる。この方式では、観測局におけるマルチパス誤

差の推定に加え、電離層遅延に関わる情報も出力可

能である。そのほかにも、受信機のクロック誤差、

受信機のサイクルスリップや、衛星トラッキング状

況など、有用な情報をサマリファイルとして出力す

ることが可能である。現在開発中の手法では、観測
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図 3.6. 本ネットワークにおけるインテグリティモニタリング機能を含むデータの流れ

データのゼロディファレンスレベルで以下のような

内容を含む予定である。

•データのアベイラビリティ
•データギャップ
•サイクルスリップ
•擬似距離における異常値
•観測局におけるマルチパス
•電離層遅延量とその変化
•衛星側の故障
•ノイズ
将来的な開発目標として、モデル化できていない

誤差が発生したかどうかについてもリアルタイムに

検出できるようにしたいと考えており、このような

インテグリティモニタリング機能をいずれリアルタ

イム化して実装することを目標としている。外部か

らとくに追加情報を必要としないため、データを利

用するアプリケーション側との独立性を保つことも

可能である。また、最終的に得られる誤差モデルや、

対流圏、電離層遅延、マルチパス誤差に対する補正

情報を生の観測データに適用することにより、単独

測位ユーザに対しても大きなメリットをもたらすこ

とが期待される。

3.4今後の活動について

現在東京湾インターネット基準局ネットワーク上

では、仮想基準局方式に基づき、ネットワークを構

築する各基準局の観測データをもとにサービスエリ

ア内の電離層および対流圏誤差や衛星軌道誤差をモ

図 3.7. 今後の活動スケジュール案
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デル化し、補正情報を生成・配信することで、基準

局からの物理的な距離に依存せずに、広域にわたっ

て RTKを利用できる環境を構築しつつある。今後

はRTKユーザだけではなく、より幅広いアプリケー

ションが想定される D-GPSユーザに対する補正情

報も生成できるよう、システムのアップグレードを

行っていく予定である。

また、空間的な相関を持つ電離層、対流圏遅延誤

差や衛星軌道誤差に加えて、各観測サイト固有のマ

ルチパスの影響、あるいは受信機ノイズによる影響

などを分離推定する手法を開発し、誤差を含まない

観測データを生成するための手法を確立し、信頼性

の高い、かつインテグリティが確保された、次世代の

高精度測位を担う、新たな基準局ネットワークのあ

り方について検討・提言していきたいと考えている。

第 4章 位置表現を考慮したシームレスな位置情報取

得のためのプラットフォームの提案と実装

概要

近年、移動体の位置を取得し、その位置情報を利用

したサービスが増加している。そのサービスの多く

は、測位システムとしてGPS（Global Positioning

System）のみを使い、緯度経度による表現で移動体

の位置を取り扱っている。しかし、GPSのみを使う

場合、その測位可能範囲や精度に限界が生じる。ま

た、直接測位システムと通信しているため、その測位

システムのインタフェースや出力するメッセージ構

造など、測位システムの詳細を知らなければ利用す

ることができないという問題が生じる。さらに、今

後は屋内で測位することに対する需要が増加すると

考えられるが、屋内でのGPSの利用は非常に困難で

あるばかりでなく、緯度経度による表現では屋内位

置を的確に表現することは難しい。今後も位置情報

を利用したサービスの増加が予測されるが、個々に

独立した測位システムを用いてサービスが構築され

ており、新たなサービスを提供する場合には、高い構

築コストが必要となってしまう。そこで本研究では、

複数の測位システムをシームレスに取り扱い、移動

体の位置をさまざまな表現によって取り扱うことが

できる、位置情報取得のための統合プラットフォー

ムを提案する。提案プラットフォームでは、測位シ

ステムから得られる位置情報をそのまま用いるので

はなく、新たに位置の表現構造を定義することで、さ

まざまな位置の表現を取り扱い、測位システムの取

り扱いをシームレスに行い、複数の測位システムを

取り扱うことが可能となる。

4.1はじめに

近年、無線通信技術が著しい発展をとげている。こ

れによって多くの人々がラップトップ型コンピュー

タや携帯電話、PDA（Personal Digital Assistance）

などを用いてインターネットへ接続し情報を取得す

る、モバイル・コンピューティング環境が普及して

いる。モバイル・コンピューティング環境において、

端末は移動をともないながら通信を行う。したがっ

て、移動体の位置に応じたサービスへの要求が高まっ

ており、さまざまなアプリケーションが実用化され

ている。

本章では、位置情報の定義を、対象とする移動体

を識別するための識別子、検知時刻、物体の位置を

表したラベル、という 3つの要素を合わせて持った

情報と定義する。位置情報を用いたサービスの有用

な例として、モノの位置情報を利用した物流管理や、

子供や高齢者のための生活活動支援などが挙げられ

る。そして今後も位置情報を利用したサービスは増

加すると考えられる。本章では、移動体の位置を取

得する主体を、位置情報取得者と定義する。また位

置情報取得者が、移動体の位置情報を用いて位置に

基づいたサービスを提供する場合、そのサービスを

位置情報サービスと定義する。

現在提供されている位置情報サービスの多くは、測

位システムとしてGPSのみを利用しており、緯度経

度による表現で移動体の位置を取り扱っている。し

かし、GPSのみを利用する場合、その測位可能範囲

は屋外に限られ、屋外であっても上空の見通しが悪

い地域では、測位精度が低下するなどの問題が生じ

てしまう。また、今後は屋内で測位することに対す

る需要が高まると考えられるが、屋内でのGPSの利

用は非常に困難であるばかりでなく、緯度経度によ

る表現では屋内の位置を的確に表現することは難し

い。つまり、単一の測位システムを用いる場合、そ

の測位システムが持つ性質の影響を位置情報サービ

ス全体が直接受けるという問題がある。

また、各位置情報サービス内では、専用の測位シ

ステムを用意し、移動体の位置情報管理、位置に基づ
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いた情報提供など、すべてのシステムを 1つの位置

情報サービス内で構築し提供している。よって、各

サービス内で、提供するサービスの内容や、測位シ

ステムから得られる位置情報の表現方法に依存した、

専用の処理方法を用いて位置情報サービスが構築さ

れている。つまり、移動体が複数の位置情報サービ

スを受ける場合、それぞれのサービスに対応した測

位システムを複数装備しなければならないという問

題や、ある位置情報サービスが整備した測位システ

ムを、ほかの位置情報サービスから利用することが

できないといった問題が生じる。とくに後者の問題

は、新たな位置情報サービスを構築するためには、さ

らに新たな測位システムや移動体の位置情報管理機

構を構築しなければならないという悪循環が生じて

しまう。

そこで本研究では、複数の測位システムをシーム

レスに取り扱い、移動体の位置情報をさまざまな表

現によって取り扱うことができる、位置情報取得の

ための統合プラットフォームを提案することで上記

の問題の解決を図る。

提案プラットフォームでは、測位システムから得

られる位置情報をそのまま用いるのではない。まず、

移動体の位置情報の利用場面を想定し、そこで必要

となる位置要素を決定する。その位置要素を用いて、

目的に合致する新たな位置の表現構造を定義する。

たとえば、屋外に存在する移動体の位置情報は、緯

度経度によって位置を表すのが有効であるが、屋内

に存在する移動体の位置情報を取り扱うのであれば、

たとえば建物の部屋番号で表現するほうが、より目

的に合った表現であると言える。

次に、測位システムから得られた位置情報を、定

義した位置表現へ変換する。提案プラットフォーム

では、この変換された位置情報を取り扱うことで、測

位システムの詳細に依存することなく、さまざまな

測位システムをシームレスに利用することを可能と

した。また、複数の測位システムが利用可能となっ

たことで、単一の測位デバイスの持つ欠点を補い、プ

ラットフォーム全体として測位可能範囲を広げるこ

とが可能となった。さらに、プラットフォームに対

して移動体の位置情報を要求するための、汎用的な

インタフェースを位置情報取得者に提供する。これ

によって、位置情報サービスは測位システムや、移

動体の管理を行うことなく、本プラットフォームに

問い合わせを行うことで移動体の位置を容易に取得

することが可能となる。移動体は、専用の測位シス

テムを複数装備せずとも、プラットフォームに接続

された汎用の測位システムを用いることで、複数の

位置情報サービスを受けることが可能となる。

本章では、4.2節で既存技術が抱える問題点につ

いてまとめ、4.3節で本章で提案するモデルを考案

し、それを継承したプラットフォームを提案し設計

を行う。4.4節では提案したプラットフォームのプ

ロトタイプを実装する。4.5節では実装したプラッ

トフォームの評価を行い、提案したプラットフォー

ムの検証を行う。4.6節では本章のまとめと今後の

研究課題について述べる。

4.2既存技術

4.2.1 オープンセンサアーキテクチャ

オープンセンサアーキテクチャとは、多数のセン

ササーバが、多数のクライアントからの要求を受けて

センサ情報を提供するモデルを実現したアーキテク

チャのことである。オープンセンサアーキテクチャ

の概念を図 4.1に示す。現在進められているプロジェ

クトとしては、Intel Research社の IrisNet[106] や

Open GIS Consortiumによる Sensor Webが挙げ

られる。これらは位置をセンサから得られる情報の

1つとして捉えており、位置情報の取得そのものに

関しての統合化はなされていない。

図 4.1. オープンセンサアーキテクチャの概念

4.2.2 Universal Locator

Universal Locatorとは、移動体の位置情報取得お

よび軌跡情報を推定するためのプラットフォームで

ある [354]。Universal Locatorの概要を図 4.2に示

す。Universal Locatorは、測位システムが移動体の

位置を取得する際に用いられる “観測量”を抽象化
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図 4.2. Universal Locator

して取り扱い、さらにマップマッチングを行って移

動体の位置および軌跡を推定する。

観測量とは、センサデバイスが測定している値を

直接取得することによって得られる値のことである。

GPSを例に挙げると、GPSとは衛星から送信され

る時刻情報と衛星の軌道情報を GPS受信機で受信

し、この信号の伝達時間を計測することによって衛

星からGPS受信機までの距離を求め、GPS受信機

の位置を算出するシステムである。よって GPSか

ら得られる観測量は、衛星から GPS受信機までの

距離となる。また超音波を利用した測位技術として

ActiveBat[121]がある。ActiveBatは部屋の内部に

複数設置した超音波受信機と、移動体が携帯している

超音波発信機の間の超音波伝達時間を計測すること

で、発信機と受信機の距離を求める。この場合の観

測量も発信機と受信機の距離となる。つまり、GPS

やActiveBatであっても観測量は距離で表すことが

できる。よって、測位システムが違っている場合で

あっても、同様の処理方法によって取り扱うことが

できる。Universal Locatorで取り扱われているそ

のほかの観測量として、存在領域などが挙げられて

いる。存在領域とは、無線 LANや電子タグなどか

ら取得できる観測量である。

Universal Locatorでは、移動体の測位システムか

らの情報をそのまま利用するのではなく、観測量と

して抽象化して取り扱うことによって、複数の種類の

測位システムからの情報を統合して取り扱うことを

可能とした。しかし、観測量を処理することによっ

て得られた位置情報は、最終的に緯度経度を使った

単一な位置情報表現に変換されている。つまり、セ

ンサデバイスからの情報を観測量に変換し抽象化を

行うことによって、そのセンサデバイスが本来持っ

ていた特性や利点が反映された、位置情報に関する

コンテキストが失われてしまうという問題点がある。

たとえば、RFIDシステムを用いることで建物内部

のある部屋にいることを表現することや、無線 LAN

を用いることである特定の領域に存在することを表

現することが可能であったが、緯度経度に変換され

てしまうことで漠然とした表現になってしまい、部

屋やある特定の領域といった位置情報の意味が失わ

れてしまうという問題が生じる。また、複数の移動

体の位置情報を取り扱う、プラットフォームとして

の機能は持っていない。

4.2.3 まとめ

現在、さまざまなプラットフォーム技術が存在し

実用化されているが、個々の技術内では利用可能範

囲やその精度に多くの制約が存在しており、決定的

な技術は存在しない。しかし、複数の位置情報取得

技術やプラットフォーム技術を組み合わせて取り扱

うことで、個々の位置情報取得技術の問題点を補う

ことができると考えられる。つまり、それらの複数

の位置情報取得技術をプラットフォームに接続して

シームレスに取り扱うことができる、統合プラット

フォームを構築することで、前述した移動体と位置

情報サービスが抱えている課題を解決することが可

能となる。

4.3提案プラットフォーム

4.3.1 目的

本研究では、位置の表現構造の定義を行うことで、

複数の測位システムをシームレスに取り扱い、さま

ざまな表現によって表された位置情報をネットワー

ク上で取り扱う、位置情報取得のための統合された

プラットフォームを提案する。そして、提案プラッ

トフォームの試作システムの実装を行い、提案プラッ

トフォームの有効性を検証する。以上によって、移

動体の位置情報を、目的に応じた表現によって、容

易に取得可能にすることを目的とする。

4.3.2 想定環境

本項では移動体と測位システム、位置情報サービ

スに関する想定環境について定義する。

•移動体
複数存在しており、それぞれ 1つ以上の測位シ

ステムによって測位されている。
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図 4.3. 提案プラットフォームの想定環境

•測位システム
種類の異なる測位システムが遍在し、それらは

ネットワークを通じて情報の交換を行う。

•位置情報サービス
さまざまな位置情報サービスが提供されており、

それらはネットワークを通じてサービス提供を行

う。またサービスは互いに独立に構築されてお

り、連携して動作することは考慮されていない。

4.3.3 要求事項

本項では、位置情報取得のための社会的インフラ

ストラクチャに対する要求事項を挙げる。

•広範囲に移動体の位置を提供できること
移動体の位置情報を常に取得する必要がある位

置情報サービスを考えた場合、その測位は広範

囲に行われている必要がある。

•さまざまな表現によって位置情報を表せること
移動体の位置を目的に合った表現によって表す

ことで、その位置情報を利用する上で必要充分

な精度かつ、より少ない情報量で位置を表現す

ることが可能となる。

•スケーラビリティを兼ね備えること
広範囲に渡る位置情報サービスを提供する場合、

そのサービスを受けるクライアントの数とプラッ

トフォームに対する位置情報要求は膨大な数と

なる。したがって、プラットフォームにかかる

負荷に応じて柔軟に拡張し、位置情報に求めら

れる要求に対して対応できなければならない。

•プライバシの保護が行えること
移動体の位置情報を公開する相手や、移動体が

存在する場所、公開してもよい時間帯などを、移

動体自身によって設定し、そのプライバシを守

ることができる機構が必要である。

•インテグリティを考慮していること
プラットフォームから取得できる位置情報の信

頼性を保障する機構が必要である。

•セキュリティを考慮していること
位置情報を流通する際の、途中経路上に悪意を

持った者が存在する場合においても、位置情報

の盗聴や改竄、測位システムへの成りすましなど

の攻撃に対して、対応できることが必要である。

4.3.4 モデル

本項では、移動体の位置を取得するために必要な

モデルを考案する。4.3.3節では、位置情報取得のた

めの社会的インフラストラクチャに対する要求事項

を挙げたが、本項はその中で最も需要が高い、移動体

の広範囲な測位と、さまざまな表現によって位置情

報を表せることを考慮したモデルの考案を行う。そ

のほかの要求事項は、本モデルを継承することでそ

の要求事項を満たすこととする。

本モデルでは、位置情報取得のために必要な機能や

目的によって、内部が 3階層に分離されている（図 4.4

参照）。モデル内部を分離した理由として、これまで

のプラットフォームが持つモデルでは測位システム

や移動体管理、それらを取り扱うインタフェースを

単一のシステムで独自に設計していたものを、社会

的インフラストラクチャとして位置情報をオープン

に取り扱うためである。本モデルでは、以下のよう

に分離を行った。

•測位システム設置者
移動体の位置を取得するための測位システムを

設置し物理的に移動体の測位可能な環境を提供

する。

図 4.4. 提案モデル
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•移動体位置情報の管理者
移動体と測位システムを関連付け、移動体の位

置情報がどの測位システムによって測位されて

いるかを管理する。

•移動体位置情報の提供者
モデルの構造を意識せずとも移動体の位置情報

が取得できるよう、位置情報取得者に対し位置

情報取得のためのインタフェースを提供する。

このように分離したことで、各層での役割が明確

になった。その上で、各層間が通信するためのイン

タフェースを定義し、情報の交換を行う。このよう

なモデルを取ることで、移動体の管理や新たな測位シ

ステムが出現した場合にも、対応することができる。

しかし、測位システムの管理と移動体の管理を分

離したことで、どの測位システムによって目的とす

る移動体の位置情報が取得可能かが不明になり、移

動体の位置情報を得ることができなくなってしまう

という問題が生じる。

本モデルでは、測位システムと移動体の関連付け

を行うことで、移動体の位置情報を取得可能とした。

つまり、移動体の位置情報はその関連付けられてい

る測位システムの数だけ存在することとなる。この

ように、移動体と測位システムの関連付けをすること

で、移動体は複数の測位システムが利用可能となり、

またそれぞれの測位システムが出力する位置情報の

位置参照系によってその位置表現が可能となった。

これによって、移動体の位置は、移動体に関連付

けられている測位システムから得られる、1つ以上

の位置表現で取り扱われるようになり、移動体の測

位を複数の測位システムによって行うことが可能と

なった。

しかし、移動体と測位システムの関連付けを行う

のみでは、移動体の位置表現が、複数の測位システ

ムから直接得られる表現で表されてしまう。つまり、

移動体の位置情報を取得した側で、その表現を理解

せねばならず、結局測位システムに依存したプラッ

トフォームとなってしまう。

そこで本モデルでは、測位システムから得られる

位置情報をそのまま取り扱うのではなく、モデル内

で新たに位置の表現を定義し、これに変換してから

取り扱う。そして移動体の位置を表す場合の表現方

法に名前空間を与え、その表現名を用いることで移

動体の位置を表す。つまり、表現を定義することで、

測位システムへの依存を無くし、汎用性のある表現

で移動体の位置を表現することが可能となる。

考案モデルは、位置情報を取得することを目的と

している。プライバシ保護やセキュリティ、インテ

グリティなどの要求事項を考えた場合、本モデルが

持つ位置情報取得機能を継承し、機能を加えること

ができる。よって、考案モデルではプライバシ保護

やセキュリティ、インテグリティなどの要求事項に

対する機能提案は別のレイヤで考慮がなされている

ものとし、本節では取り扱わないものとする。

4.3.5 従来との比較

提案モデルを採用することで、従来のプラット

フォームが採用するモデルと比較して、以下のよう

な利点を得る。

•複数の測位システムが利用可能となる
•新たな測位システムに対応可能となる
•移動体の位置情報取得が容易になる
これまで利用されてきたプラットフォームでは、

移動体の位置はある特定の測位システムが出力する

位置と同様であり、またその測位システムが出力す

る位置情報表現のみを取り扱うという前提で設計さ

れている。位置情報取得者がプラットフォームから

位置情報を取得する場合は、プラットフォームが提

供する専用のインタフェースを通じてのみ、位置情

報の取得を行うことが可能であった。

これらの要因により、プラットフォーム全体が特

定かつ単一の測位システムに依存し、単一の位置表

現しか扱うことができず、またその測位システムの特

性によって測位可能範囲も決定されてしまうという

問題が生じる。またプラットフォームからの位置情

報取得の際、位置情報取得者側も専用のインタフェー

スを用いなければならないなどの問題も生じる。

提案モデルでは、移動体と測位システムを分離し

て管理し、移動体の位置は、その移動体に関連付け

られている測位システムが出力する位置である、と

いう概念を導入することで上記の問題を解決した。

一方、提案モデルを用いることで以下の問題が生

じる。

• 1回の位置情報要求に対し、各層間で複数の通

信が発生しオーバヘッドが生じる

提案モデルは、各層は独立して構築されることを

前提とし、情報の交換は通信によって行う。つまり、

位置情報取得者からの単一の位置情報取得要求に対

し、モデル内部では複数回の通信が行われる。よっ
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てこれまでのプラットフォームで行われていた、直

接測位システムに対して通信を行い、位置情報を取

得する場合と比べてオーバヘッドが大きくなるとい

う問題が生じる。

しかし、昨今の通信技術の著しい発展や、各ホス

トの処理能力の向上により、プラットフォーム全体

の処理時間におけるオーバヘッドの割合は低下して

いくと考えられる。つまり、提案モデルを利用した

ことによる利点がより明確化すると考えられる。

4.3.6 提案事項

位置参照系

移動体の位置を表現する場合、絶対的な位置表現

方法は存在しない。移動体の位置を表現するための

基準点の置き方や、その表現方法が無数に存在して

いるからである。しかし、位置情報取得者が移動体

の位置情報を利用してサービス提供を行う場合、そ

のサービス内容によって必要な位置表現方法は異な

る。よって、移動体の位置情報を、必要な表現によっ

て取得できることが必要である。

一般に、移動体の測位を行う場合、測位システムを

用いて移動体の位置情報を取得する。しかし、その

位置表現方法は測位システムによって異なり、必ず

しも位置情報取得者の利用目的に合った表現で表さ

れているとは限らない。また、同類の位置情報を出

力する測位システムであっても、出力されるメッセー

ジフォーマットが異なる場合がある。これによって、

位置情報取得者がそれらの位置情報に統一的な処理

を行うことはできないなどの問題が引き起こされる。

そこで本プラットフォームでは、位置参照系と呼

ばれる位置表現構造を定義する。位置参照系とは、

位置表現の目的に応じて、その位置を決定するため

の要素を決定したものである。例として地球上の位

置を表現する場合に多用される、WGS84（世界測地

系）を挙げると、地球上のある位置を決定するため

の要素として、緯度、経度、高度を定めている。こ

の 3つの要素を用いることで、地球上のすべての位

置を表現することが可能である（4.3.6項参照）。

位置参照系を利用して移動体の位置を表現するこ

とによって、測位システムから出力されるメッセー

ジの差異を吸収し、位置情報利用者が利用目的に適す

る表現を持つ位置情報を取り扱うことが可能となる。

図 4.5. 位置情報センサ

位置情報センサ

移動体の測位を行う場合、多くの場合GPSやRFID

システムなどの測位システムを用いる。これらは、衛

星からの電波や、RFIDタグからの電波を受信する

ことにより現在位置を算出する。また、物理的な測

位システムを用いずとも、たとえば現在住所をある

システムに入力することで現在位置を取り扱うシス

テムがあった場合、これを測位システムとして取り

扱うことも可能である。よって現在位置を得る手段

は複数存在し、これらをシームレスに取り扱うこと

が必要不可欠である。また、多数の測位システムを

取り扱う場合、それらのすべてを直接計算機に接続

して取り扱うことは現実的ではない。よって、ネッ

トワークなどを用いて遠隔から通信を行える必要が

ある。

本プラットフォームでは、位置情報センサと呼ば

れる機構を定義し、これと通信を行うことによって

現在位置を取得する（図 4.5参照）。位置情報センサ

は、測位システム名、検知時刻、測位システムのタ

イプ名、測位システムからの出力メッセージの 4つ

を出力する機構である。

位置情報センサとは、測位システムと Connector

から成る。Connectorとは、測位システムから直接

出力されたメッセージを読み取り、そこに不足した

情報を補完する。これによって、位置情報センサと

して必要な上記 4つのメッセージを出力することが

できる。

本プラットフォームでは、位置情報センサからの

位置情報を使用して、定義された位置参照系に準拠

する表現へ変換を行う（4.3.6項参照）。

位置参照系の変換

位置参照系の変換の概略について図 4.6 に示す。

本プラットフォームでは、移動体と位置情報センサ

の関連付けを管理している。また、その位置情報セ

ンサからの位置情報は、位置情報センサと関連付け

られている位置参照系に準拠する表現に変換されて

管理される。

つまり、移動体の位置情報の位置参照系は、関連
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図 4.6. 位置参照系の変換

付けられている位置情報センサに依存する。よって、

位置情報取得者が、移動体が属する位置参照系とは

異なる位置参照系を要求した場合、要求された位置

参照系による位置情報を返すことができないという

問題が生じる。

本プラットフォームでは上記の問題を、位置参照

系の変換機構を提供することによって解決する。位

置参照系の変換機構は、位置情報取得者が要求する

位置参照系が、移動体の属する位置参照系と異なる

場合、移動体の属する位置参照系を要求された位置

参照系に変換する。つまり、変換を行うことで目的

の位置参照系による表現を用いて、位置情報を返す

ことが可能となる。

位置参照系の変換は、変換を行う位置参照系間の

相対関係を記述し、それを変換元の位置参照系に適

用することによって行う。

4.3.7 構成

本項では、プラットフォームが持つ構成要素の説

明を行う。プラットフォーム構成を図 4.7に示す。

測位プラットフォームとは、図 4.4に表される、測

位システムを提供する者に相当し、位置表現プラッ

トフォームとは、同図中の、移動体の位置情報を管

理するものに相当し、位置利用プラットフォームと

は、位置情報を提供するものに相当する。

測位プラットフォーム

測位プラットフォームでは以下の機能を有する。

•位置情報センサと位置参照系の関連付け
•位置情報センサからの位置情報を、位置参照系
を用いた表現へ変換

•位置情報センサの最新位置の管理
測位プラットフォームでは、位置情報センサから

得られる位置情報を、その位置情報センサが関連付

けられている位置参照系に変換する。そして変換し

た位置情報を、位置情報センサの最新位置として保

存する。また、測位プラットフォームでは、後述の位

置表現プラットフォームとのインタフェースをもつ。

これによって、上位層から位置情報センサに対し

て位置情報要求があった場合、一般化されたアクセ

スメソッドを使って位置情報を即座に返すことが可

能となる。

位置情報センサが移動体の位置情報を取得する場

合、RFIDシステムを用いる場合のように、RFID受

信機が受信したRFIDタグの情報を保持している場

合と、GPSシステムのように位置情報を出力した瞬

間のみ位置情報を持つものがある。

後者の場合、その現在位置を知る際にGPS受信機

から位置情報を取得可能となるまで待たなければなら

ない。つまり上位層からの位置情報要求に対して即

座に対応することができない。測位プラットフォー

ムでは、位置情報センサからの受け取った最新の位

置情報を保持し上位層からの位置情報要求に対して

即座に対応する機能を有する。

図 4.7. プラットフォーム構成
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位置表現プラットフォーム

位置表現プラットフォームでは以下の機能を有

する。

•移動体識別子の管理
•移動体識別子と位置情報センサ識別子との
対応付け

•位置参照系の変換
移動体識別子とは、人やモノなど移動体に対して

割り当てる識別子である。また位置情報センサ識別

子とは、位置情報センサに対して割り当てる識別子

である。本プラットフォームにて、移動体がどの位

置情報センサによって測位が行われているか、とい

う対応付けを、移動体識別子と位置情報センサ識別

子の対応付けをすることによって行う。

位置利用プラットフォームからの位置情報要求に

含まれる移動体識別子を鍵として、位置情報センサ

識別子解決要求を行い、移動体に関連付けられてい

る位置情報センサを検索する。さらにその位置情報

センサ識別子を鍵として、測位プラットフォームに

位置情報センサの位置情報要求を行う。移動体に対

して複数の位置情報センサ識別子が関連付けられて

いる場合はこの処理を複数回行う。

また本プラットフォームでは位置参照系の変換を

行い、そのための変換プロファイルを保持している。

位置参照系の変換には、位置を表すラベルの変換や、

簡単な数値計算で完了する場合もあるが、緯度経度

という位置表現から住所という位置表現へ変換する

場合、外部データベースに接続して問い合わせるこ

とが必要になるなど、外部との通信機能が必要とな

る場合がある。

位置利用プラットフォーム

位置利用プラットフォームでは以下の機能を有

する。

•位置情報取得者とプラットフォーム間のインタ
フェース

位置利用プラットフォームでは、位置情報取得者

と提案プラットフォームとのインタフェースを提供

する。提案プラットフォームに対する位置情報取得

者からの位置情報要求は、位置利用プラットフォー

ムを通じて前述の位置表現プラットフォームへ送信

される。位置利用プラットフォームは、移動体識別

子を解析することにより、移動体がどのホストで動

作している位置表現プラットフォームで管理されて

いるかを検索する。つまり、どこに設置されている

位置利用プラットフォームに対して位置情報要求を

出した場合でも、対象とする移動体の位置情報を取

得することが可能である。

また、位置利用プラットフォームは、さまざまな位

置情報サービスからの位置情報取得要求に対応でき

るよう、SOAPやTCP/IPなどによる複数のインタ

フェースを持つ。これによって位置情報サービスは

さまざまなアクセス方法によって移動体の位置を取

得することが可能となる。また提案プラットフォー

ム内で使用されているプロトコルに、変更や機能追

加があった場合でも位置情報サービスへの影響を最

小限にする役割もあわせ持つ。

4.4実装

4.4.1 実装環境

各プラットフォームは、FreeBSD5.2.1-RELEASE

において、Java（Java2 Platform, Standard Edition

v 1.4.2）言語を用いて実装した。実装概要を図 4.8

に示す。各プラットフォーム間はTCP/IPを使用し

て通信を行う。本フレームワークで取り扱う位置情

報の表現構造には XML（eXtensible Markup Lan-

guage）文書を用いた。位置利用プラットフォーム

と位置情報サービスとのインタフェースプロトコル

としては、TCP/IPを使ったプレインテキストベー

スプロトコルとXMLを使った SOAPの 2種類を実

装した。位置表現プラットフォームでの位置表現変

換機構は、XML文書にさまざまな加工を行うこと

ができる XSLT（eXtensible Stylesheet Language

Transformation）を用いた。測位プラットフォーム

と位置情報センサとの通信には TCP/IPを用いた。

位置情報要求を行うクライアントプログラムは Perl

を用いて実装した。

本章では、位置情報センサによって移動体の位置

情報を取得し、移動体の位置情報取得の流れについ

ての実装を行い、評価を行うこととする。よって移

動体のプライバシやセキュリティに関する機構の実

装は行わない。

4.4.2 実装項目

本項ではプラットフォームの実装に必要なモジュー

ルについて説明を行う。文中のLBS（Location-Based

Service）は位置情報サービスを指し、LRS（Location

Reference System）は位置参照系を指す。

357

●
第
22
部

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
とG
N

S
S

を
利
用
し
た
高
精
度
測
位



W
I

D
E

P
R

O
J

E
C

T
2

0
0

4
a

n
n

u
a

l
r

e
p

o
r

t
●第 22部 インターネットとGNSSを利用した高精度測位

図 4.8. 実装概要

位置利用プラットフォーム

• LBS Manager

LBS Managerとは、LBSからの位置情報要求

を受け取り、要求に含まれる移動体識別子を解

析することによって、移動体がどのホストで動作

している Location Information Managerで管

理されているかを判断する。その判断に基づい

て、LBSからの位置情報要求を目的のLocation

Information Managerへ送信する。

位置表現プラットフォーム

• Location Information Manager

Location Information Managerとは、LBS Man-

agerからの位置情報要求を解析し、要求に含ま

れる移動体識別子をキーとしてMobileID Data-

baseに問い合わせることによって、移動体識別子

に関連付けられている位置情報センサ識別子を

取得する。また必要な際には、LRS Convertor

を利用して位置情報の位置参照系の変換を行う。

• MobileID-DB

移動体識別子と位置情報センサ識別子の対応付け

を管理している。Location Information Man-

agerからの要求に基づいて、位置情報センサ識

別子を返す。

• LRS Converter Profile

位置参照系同士の相対関係が記述してあるプロ

ファイルを格納している。位置参照系を変換す

る際、このプロファイルを参照して変換する。

測位プラットフォーム

• LRS Manager

LRS Managerとは、位置情報センサからの位置

情報を解析しXML文書に変換した上で、XML

文書をその位置情報センサの最新位置として保

存する。

• Sensor Manager

Sensor Manager は、Location Information

Managerからの位置情報センサ識別子を受け取

り、識別子を解析することによって位置情報セン

サがどの LRS Managerに登録されているかを

判断する。その判断に基づいて、LRS Manager

へ位置情報センサの最新位置を要求する。

• Connector

本プラットフォームでは、位置情報センサを用

いて移動体の位置を取得する。しかし、測位シ

ステムから得られる位置情報が、位置情報センサ

が出力すべき位置情報の要素を満たしていない

場合、Connectorによって補完する必要がある。

4.4.3 動作

位置情報登録

位置情報登録処理とは、取得した位置情報センサ

の位置情報をXML文書へ変換し、LRS Managerへ

登録することである（図 4.9参照）。位置情報センサ

から出力される位置情報は、測位システム名と検知

時刻、測位システムのタイプ名、測位システムから

出力されるRawメッセージである。ここで、RFID
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図 4.9. 位置情報登録

システムを利用した位置情報センサから出力される

位置情報の例を図 4.10に示す。

LRS Managerは、位置情報センサ識別子を元に

XML文書を構築し、位置情報センサの最新位置と

して保存する。このとき構築される XML文書の例

を図 4.11に示す。

図 4.10. 位置情報センサからのメッセージ

<?xml version="1.0" encoding="UTF-8"?>
<Position CoordinateSystem='Naist'>

<Date>20041206120148</Date>
<Room>IS-B206</Room>

</Position>

図 4.11. 変換後の XML文書

位置情報解決

位置情報解決とは、位置情報取得者からの位置情

報要求に対し、移動体の位置情報を返すことである。

位置情報取得者からの位置情報要求には、移動体

識別子、要求する位置参照系が含まれている。移動

体識別子とは、移動体が管理されているホスト名と

そのホスト内におけるユニークなアカウント名が組

み合わされて表されている。たとえば移動体識別子

が、“mitsu-sa@ls.naist.jp”であれば、その移動体は

ホスト “ls.naist.jp”に管理されており、そのホスト

内におけるアカウント名は “mitsu-sa”であることが

分かる。

ここでは、移動体識別子が“mitsu-sa@ls.naist.jp”、

要求する位置参照系を “WGS84”とする。

1.位置情報取得者は位置情報要求をLBS Manager

へ送信する。要求を受け取った LBS Manager

図 4.12. 位置情報解決
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は、位置情報要求に含まれる移動体識別子を解

析し、目的の移動体が管理されているホストを

取得する。

2.移動体が管理されているホストで動作している

Location Information Manager へ位置情報要

求を送信する。

3. Location Information Manager は、移動体が

どの位置情報センサによって位置を取得可能か

を調べるために、移動体識別子を鍵として位置

情報センサ識別子要求をMobileID-DBへ送信

する。

4. Location Information Manager が移動体に関

連付けられている位置情報センサ識別子を得

る。位置情報センサ識別子は、位置情報セン

サが接続されているホスト名と位置情報センサ

を表す位置情報センサ名、その位置参照系名で

構成される。たとえば位置情報センサ識別子が

“AEGOWBU@NAIST:ls.naist.jp”であった場

合、位置情報センサは、ホスト名 “ls.naist.jp”

の測位プラットフォームに接続されており、そ

の位置情報センサ名は “AEGOWBU”、またそ

の位置参照系は “NAIST”であることが分かる。

5. Location Information Manager は、得られた

位置情報センサ識別子を解析し、目的の測位プ

ラットフォームの SensorManager に対して位

置情報要求を送信する。

6. Sensor Managerは、位置情報要求に含まれる

位置参照系名によって LRS Managerを選択し

て要求を送信。

7.位置情報センサ名を用いて対象の位置情報を取

得する。

8.取得した位置情報を Location Information

Managerへ返す。

9.位置情報センサ識別子に含まれる位置参照系と、

位置情報取得者が要求した位置参照系が異なる

場合、位置表現の変換が行われる。これまで得ら

れた位置情報と目的の位置参照系名を Location

Converterに送信する。

10. Location Converterは、位置情報を要求された

位置参照系へ変換して結果を返す。

11. Location Information Managerは LBS Man-

agerへ結果を返す。

12. LBS Managerは、位置情報取得者に対して位

置情報を返す。

<xsl:choose>
<xsl:when test="@CoordinateSystem='NAIST'">

<Position CoordinateSystem="WGS84">
<Date><xsl:value-of select="Date" /></Date>
<Convert>NAIST to WGS84</Convert>
<xsl:choose>

<xsl:when test="Room='IS-B206'">
<Lon>488643903</Lon>
<Lat>125034192</Lat>
<Alt>789</Alt>

</xsl:when>
</xsl:choose>

</Position>
</xsl:when>

</xsl:choose>

図 4.13. XSLファイル

<?xml version="1.0" encoding="UTF-8"?>
<Location MobileID=‘mitsu-sa@ls.naist.wide.ad.jp’>

<Position CoordinateSystem="WGS84">
<Date>20041119221049</Date>
<Convert>NAIST_SPIDER to WGS84</Convert>
<Lon>488643903</Lon>
<Lat>125034192</Lat>
<Alt>789</Alt>

</Position>
</Location>

図 4.14. NAIST→WGS84へ変換された位置情

報の例

位置表現の変換はXSLTを用いて行われ、その際使

用されるXSLファイルは Location Convertor内に

あらかじめ用意する必要がある。例として、NAIST

位置参照系からWGS84位置参照系へ変換する際に

使用する XSLファイルを図 4.13に示す。またその

変換された結果も図 4.14に合わせて示す。XSLTの

特徴として、Javaのクラスファイルが利用可能であ

る点が挙げられる。つまり、変換に複雑な処理や、膨

大なデータベースが必要な場合などは、その変換処

理を外部のホストに対して通信を行うことで委託す

ることができる。

これまでの処理によって、位置情報取得者の指定

した位置参照系を用いた位置情報を、位置情報取得

者に返し、位置情報取得者からの位置情報要求を解

決することができた。

4.5評価

本実装におけるプラットフォームの処理時間を測定

し、評価を行った。各ホストは、PentiumIII/1GHz、

メモリ 512MBytesのマシンを使用した。

評価を行った環境について図 4.15に示す。移動体
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図 4.15. 実験環境

識別子“mitsu-sa@ls.naist.jp”で表される移動体の位

置情報を取得した。“mitsu-sa@ls.naist.jp”は、位置

情報センサ識別子として、“LREOYWG@NAIST:ls.

naist.jp”、“mitsu-sa MobilePhoneGPS@WGS84:

ls.naist.jp”が関連付けられている。前者は NAIST

位置参照系、後者はWGS84位置参照系に関連付け

られている位置情報センサである。

NAIST位置参照系は、奈良先端科学技術大学院大

学で用いられる位置参照系であり、位置を表す要素

として “部屋番号”が定義されている。WGS84位置

参照系は、緯度経度を用いた位置参照系であり、位

置を表す要素として、“緯度、経度、高度”が定義さ

れている。ADDRESS位置参照系は、住所を用いた

位置参照系であり、位置を表す要素として “住所”が

定義されている。

NAIST→WGS84、WGS84→NAIST、NAIST

→ ADDRESSの位置参照系変換は、XSLファイル

に定義された位置参照系変換を行うが、WGS84→

ADDRESSの位置参照系変換は、XSLファイルか

ら、緯度経度から住所に変換するためのデータベー

スを持っている外部のホストに対して通信を行い、

そのホストで変換して結果を戻し、位置参照系の変

換を行う。

4.5.1 位置情報取得

位置参照系を指定せずに移動体の位置情報要求を

行った（表 4.1参照）。この場合、位置情報センサが

関連付けられている位置参照系を用いた位置情報を

取得することができる。

位置参照系を指定しなかった場合、プラットフォー

ム内の動作は、MobileID-DB へ移動体識別子を基

に位置情報センサ識別子を取得することと、Sensor

Managerへ位置情報センサ識別子を送信して位置情

報センサの最新位置を取得することである。この場

合、処理時間のほとんどが、測位プラットフォーム

から位置情報センサの最新位置を取得するための通

信時間である。つまり、位置参照系を指定せずに位

置情報取得を行う場合、その処理時間はネットワー

クの速度や、ホストの処理速度に依存する。

4.5.2 位置参照系変換をともなう位置情報取得

位置参照系をWGS84、NAIST、ADDRESSに指

定し、移動体の位置情報要求を行った（表 4.1参照）。

まず、位置参照系にWGS84を指定した場合、移動

体に関連付けられている 2つの位置情報センサから

得られる位置情報のうち、“NAIST位置参照系”に

属する位置情報のみ、位置参照系の変換が行われる。

もともと “WGS84位置参照系”に属する位置情報は

変換の対象とはならない。位置参照系を NAISTか

らWGS84に変換する場合、図 4.13に示されるXSL

ファイルを用いて XML文書で表現された位置情報

の変換を行う。処理時間の大半は位置参照系の変換

に用いられており、その処理時間はホストの処理速

度に依存する。

次に、位置参照系にNAISTを指定し位置情報の要

求を行った。この処理は、位置参照系に “WGS84”

を指定した場合と同様に、“WGS84”から “NAIST”

への位置参照系変換が行われる。処理時間の大半は

位置参照系の変換に用いられており、その処理時間

はホストの処理速度に依存する。

最後に、位置参照系に ADDRESS を指定し位置

情報の要求を行った。位置参照系に ADDRESSを

表 4.1. 位置情報要求にかかる時間

全体処理時間の内訳
指定した
位置参照系

全体処理
時間 [ms] 位置情報センサ

識別子取得 [ms]
位置情報センサの
位置を取得 [ms]

位置参照系の変換

変換前 変換後 変換時間 [ms]

（指定なし） 10 <0 10 — — —

WGS84 41 <0 10
WGS84 WGS84 —

NAIST WGS84 31

NAIST 48 <0 10
WGS84 NAIST 38

NAIST NAIST —

ADDRESS 721 <0 10
WGS84 ADDRESS 668

NAIST ADDRESS 68
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指定した場合、NAIST→ ADDRESS、WGS84→

ADDRESS の 2 つの変換が行われる。WGS84 →

ADDRESSの変換を行う場合、外部のホストに対し

通信することで位置参照系を変換している。よって、

外部ホストまでのネットワーク遅延時間や、外部ホ

ストの処理速度の影響を受ける。

4.5.3 考察

本プラットフォームでは、ネットワークを使用し

て通信することで、位置情報の取得、位置参照系の

変換を行った。現在、移動体の位置情報を取得する

際に用いる通信メディアは、携帯電話や PHS、無線

LANなどを用いた無線通信技術である。その無線通

信区間の通信速度は 8 kbps～54 Mbpsと非常に差が

あるが、位置情報のように少量の情報を送受信する

には充分であると考えられる。しかし、無線通信に

はその遅延が大きな問題となる。一般的に使われて

いる PHSの通信網を用いて通信する場合、100ms

程度から、場合によっては数 1000msかかる場合が

ある。よって、評価で得られた、ADDRESS位置参

照系への変換以外の処理時間はそれと比べて、小さ

な値であることが示され、充分な処理速度が確保さ

れていることが確認された。もし、多数のクライア

ントへの対応が必要な場合には、より高速に処理可

能なホストへ移行することでその処理速度を維持す

ることが可能である。しかし、ADDRESS位置参照

系へ変換する場合は、すべてのプラットフォーム内

部に緯度経度から住所に変換するデータベースを持

つことは現実的ではないため、その変換は外部ホス

トに依頼する必要がある。外部ホストに変換を依頼

する場合、外部ホストとの通信時間と位置参照系変

換にともなう処理時間の両方が必要となる。

今後、位置情報サービスの利用場面の増加にとも

ない、取り扱う位置参照系が増加すると考えられる。

さまざまな位置情報サービスへ位置を提供する場合、

プラットフォームはさまざまな位置参照系を取り扱

える必要がある。しかし、すべての位置参照系を単

体のホストで取り扱うことはできないため、今後は

ネットワークを利用して位置参照系を変換するなど

が必要である。

4.6おわりに

本章では、移動体の位置情報を目的に合った表現

によって取得するためのプラットフォームを提案し

た。提案プラットフォームを利用して移動体の位置

情報を取得することで、位置情報取得者の目的に応じ

た位置表現によって移動体の位置情報を取得するこ

とが可能となった。また目的ごとにプラットフォー

ムを分割したことによってその役割を明確に分担し、

位置情報取得のためのインフラストラクチャ構築を

効率的に進めることが可能となった。

本章では提案プラットフォームの実装を行い、処

理時間を計測した。これによって、提案方式は位置

情報取得のためのインフラストラクチャとして、充

分な処理速度を確保していることが示された。

今後は提案方式が持つ位置情報流通のアーキテク

チャを元に、位置参照系の変換を、プラットフォーム

が個別にもつ相対関係を利用するのではなく、ネッ

トワークを利用し、位置参照系を管理するホストが

分散して変換を行う機構を考案、提供したいと考え

ている。
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